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 （目的） 

第１条 この要綱は、市民農園に対する市民需要に対応しつつ農地の有効利用を推進す 

るとともに市民と農業との交流を促進する観点から、農地所有者等による民営市民農

園の開設を奨励するため、これを開設する者に対し交付する施設整備費等に係る補助

金に関し、札幌市補助金等の事務取扱に関する規程（昭和３６年訓令第２４号）に定

めるもののほか、必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところ 

による。 

（1） 補助事業   補助金の交付の対象となる事業をいう。 

（2） 補助事業者 補助事業を行う者をいう。 

（3） 市民農園   市民農園整備促進法（平成２年法律第４４号。以下「法」とい 

    う。）第２条第２項に規定する市民農園をいう。 

（4） 市民農園施設 法第２条第２項第２号に規定する市民農園施設をいう。 

（5） 認定市民農園 法第７条第１項又は同条第５項の規定に基づき，本市が開設を

    認定した市民農園をいう。 

  （6） 民営市民農園 地方公共団体以外の者が開設する市民農園をいう。 

 

（補助事業） 

第３条 補助事業は、民営市民農園を開設する者が行う次の各号に掲げる事業とする。 

（1） 市民農園に必要な施設設備等を整備する事業 

（2） 市民農園利用者の募集事業及び利用者との交流事業その他の市民農園の円滑な

    運営に資する事業 

（3） その他市長が補助することが適当と認める事業 

 

（対象となる市民農園） 

第４条 補助事業の実施は、次の各号いずれにも該当する民営市民農園を対象とする。 

（1） 本市の市街化調整区域において開設する認定市民農園であること。 

  （2） 市民農園用の農地（利用区画及び園路）がおおむね５，０００平方メートル以



      上であること。 

 

（補助率及び限度額等） 

第５条 補助率は、対象事業費の２分の１以内とする。 

２ 前項の対象事業費には、当該補助事業に要する経費についての仕入れに係る消費税 

及び地方消費税を控除できる場合にあっては、その仕入控除税額を含めないものとす 

 る。 

３ 補助金の交付額に１，０００円未満の端数が生じるときは、その端数を切り捨てる 

ものとする。 

４ 補助金の交付額は、１補助事業（第３条各号の事業総体）当たり５００，０００円を

限度とする。 

 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする者は、原則として農業協同組合を経由して、次 

に掲げる書類を添えて民営市民農園開設補助金交付申請書（様式１）を市長に提出し

なければならない。 

（1） 見積書の写し 

（2） 市民農園の位置図及び施設配置図 

（3） 補助事業に係る施設及び設備等の概要を表示した図面（平面図，立面図，断面

    図又は概要図等） 

  （4） その他市長が必要と認める書類 

２ 前項の場合において、次の各号のいずれかに該当する者は、納税対応状況 

  申出書（様式２）を添付しなければならない。 

  （1） 免税事業者（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第９条の規定に基づき、

      前々年度（法人にあっては前々事業年度）の課税売上高が３，０００万円以下で 

      あるため消費税の納税義務を免除された者） 

（2） 簡易課税制度適用者（消費税法第３７条の規定に基づき、前々年度（法人にあ

    っては前々事業年度）の課税売上高が２億円以下の者で仕入れに係る消費税額を 

    みかけ仕入れ率を乗じて算出する事業者） 

 

（審査及び交付の決定等） 

第７条 市長は、前条の申請書の提出があったときは、当該申請に係る書類及び内容等 

を審査のうえ、補助金の交付の可否を決定しなければならない。 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付を決定したときは、民営市民農園開設補助 

金交付決定通知書（様式３）により補助金の交付を申請した者（以下「申請者」とい

う。）に通知しなければならない。 



３ 市長は、第１項の規定により補助金の不交付を決定したときは、その理由を付して 

民営市民農園開設補助金不交付決定通知書（様式４）により申請者に通知しなければ

ならない。 

（計画の変更） 

第８条 補助事業者は、第６条の申請に係る内容を変更しようとする場合は、原則とし 

て農業協同組合を経由して、速やかに計画変更承認申請書（様式５）を市長に提出し

なければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があったときは、当該申請に係る書類及び内容等を審 

査のうえ、計画変更の承認の可否を決定しなければならない。 

３ 市長は、前項の規定により計画変更を承認したときは、民営市民農園開設補助金交 

付決定変更通知書（様式６）により申請者に通知しなければならない。 

４ 市長は、第２項の規定により計画変更を承認しなかったときは、その理由を付して 

計画変更不承認通知書（様式７）により申請者に通知しなければならない。 

 

（事業完了届の提出） 

第９条 補助事業者は、補助事業が完了したときは、原則として農業協同組合を経由し 

て、次に掲げる書類を添えて事業完了届（様式８）を市長に提出しなければ

ならない。 

（1） 収支決算見込書（様式９） 

（2） 納品書（工事請負にあっては，工事受渡書）の写し 

（3） 請求書の写し 

（4） その他市長が必要と認める書類 

 

 （検査） 

第１０条 市長は、前条の事業完了届の提出があったときは、その所属職員のうちから 

検査員１名を指名し、補助事業の検査を行わせるものとする。この場合において、市

長は、立会いのため、その所属職員のうちから立会員１名を指名することができる。 

２ 検査員は、補助事業の完了の検査を終了したときは、検査報告書（様式１０）を作 

成するものとする。 

３ 市長は、第１項の検査の結果、改善を要すると認める場合は、補助事業者にその是 

正を命ずることができる。 

 

 （補助金の確定） 

第１１条 市長は、前条の検査の終了後、補助金の額を確定し、民営市民農園開設補助 

金確定通知書（様式１１）により補助事業者に通知しなければならない。 

 



（補助金の請求） 

第１２条 補助事業者は、前条の規定による通知を受けたときは、原則として農業協同 

組合を経由して、速やかに市長に請求書を提出するものとする。 

 

（補助金の交付） 

第１３条 市長は、前条の請求書の提出があったときは、速やかに確定した補助金を交 

付しなければならない。 

 

（決算の報告） 

第１４条 補助事業者は、補助事業の完了後、原則として農業協同組合を経由して、速 

やかに市長に収支決算報告書（様式１２）を提出しなければならない。 

 

（交付決定の取消し及び返還） 

第１５条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、補助金の交付の決 

定の全部又は一部を取り消し、補助金の全部又は一部の返還を求めることができる。 

（1） 不正な手段により補助金の交付決定又は交付を受けたとき 

（2） 補助金の交付の決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき 

（3） その他市長が補助することが不適当と認めたとき 

２ 市長は、前項の規定により補助金の交付の決定の全部又は一部を取り消し、補助金 

の全部又は一部の返還を求めるときは、その理由を付して、民営市民農園開設補助金

交付決定取消通知書（様式１３）により返還すべき金額及び納入期日等を補助事業者

に通知するものとする。 

 

（財産処分の制限） 

第１６条 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産を市長の承 

認を受けないで、補助金の交付の目的に反して使用し、譲渡し、交換し、貸し付け、

又は担保に供してはならない。ただし、補助事業者が交付を受けた補助金の全部に相

当する金額を本市に納付した場合、又は補助事業の完了年度の翌年度から起算してか

ら５年を経過した場合は、この限りでない。 

 

（施行細目） 

第１７条 この要綱の施行に関し必要な事項は、経済局長が別に定める。 

 附 則 

この要綱は、平成１０年４月１日から施行する。 


